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E2 貯蔵・キャリア

E2.01 大規模蓄電技術
キーワード：蓄電池、キャパシタ、圧縮空気貯蔵システム、液化空気貯蔵システム、蓄熱、水素、揚水発電、

再エネ吸収、マルチユース、長期エネルギー貯蔵

本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・ダッシュボード版 :https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF 版 :https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41E201.pdf

1.	 研究開発領域の定義
電気を始めとするさまざまな形態のエネルギーを貯蔵して、必要時に電気エネルギーとして取り出す科学、

技術、研究開発の領域である。電力系統、再エネ発電設備、分散型電源などで利用されるエネルギー貯蔵装
置・システムを対象とする。

2.	 本領域の意義
電力システムは、需要と供給を常に一致させる「同時同量」の原則に基づいて運用されており、揚水発電

などの蓄電技術がその調整手段として役割を担ってきた。今後カーボンニュートラルなエネルギー社会に向
かって変動性の再生可能エネルギーの導入がさらに進む中で、蓄電は出力の変動に対応し、需給バランスの
維持に不可欠な存在となっていく。需要側の分散型電源の導入も進み、電力の流れは双方向化し、蓄電は系
統の柔軟性と安定性を支える中核的な機能を果たすと考えられる。さらに、災害時のレジリエンスやエネル
ギー備蓄の機能も求められることになり、マルチユースな蓄電システムの開発が期待される。実現のためには、
高容量で安全かつ信頼性が高く、社会に受け入れられるコストの蓄電デバイス、システムの開発が求められる。
大規模蓄電技術は、エネルギーの安全保障上重要となる技術である。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要
•	蓄電に求められる機能
蓄電の機能として、①負荷平準化　②非常用　③デマンドレスポンス（需要側の対応）　④変動性の再エ

ネの余剰電力吸収に分類される。電力を取り巻く環境により求められる機能が大きく変化してきたが、主な変
遷を表1にまとめた1）。右肩上がりの需要増の時代は電力供給側の電源の負荷平準化が蓄電の命題であった
が、2000年以降の電力自由化により自家発電設備との競合・代替として需要側での蓄電池の活用が始まった。
東日本大震災以降は停電対策・需要抑制対策が必要となるとともに、固定価格買取（FIT）制度導入に伴う
再生可能エネルギーの増加が始まり、電力系統側の調整とともに需要サイドの対応としてデマンドレスポンス
（DR）やバーチャルパワープラント（VPP）の活用検討が求められるようになった。さらに、風水害や地震
等による大規模停電、昨今のロシアのウクライナ侵攻や中東情勢の緊迫化等に伴う世界的なエネルギー情勢
不安での電源価格高騰や電力需給ひっ迫等に対する懸念など、今後も周期的に用途が変遷・繰り返されるこ
とが予想される。平時のみならず非常時にも対応できる多用途な蓄電システムの構築が望まれている。
日本においても電力システム改革により順次構築されてきた、卸電力市場、容量市場、需給調整市場が

2024年4月に出揃った。それぞれ、発電された電気量（kWh）、発電能力・供給力（kW）、需給調整能力（Δ
kW）が市場で取引されている。再エネの導入が進むと、短時間での出力変動、日照等の時間帯や天候の影
響などによる発電量の変動に伴い、種々の時間スケールで周波数を安定させるΔkWがより強く求められる。
特に周波数変動にきめ細かく対応する、より早い調整力については、主に揚水発電、火力発電（石油、液化
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天然ガス（LNG））が担ってきたが、今後は系統用蓄電池（蓄電所）、再エネ設備併設の蓄電池、需要側の
蓄電池も担うこととなり、より短時間での制御が求められる領域においては、蓄電池の果たす役割は相対的
に大きくなるであろう。さらに増え続ける再エネが余剰になる時間帯では再エネの出力制御を回避するために
も余剰電力の大規模な吸収（充電）と夕方以降の太陽光出力低下を補うための供給力（放電）が必要となる。
将来再エネ電源が需要側に多く配置される状況においては需要側の調整機能も求められるようになり、蓄電
池のマルチユース運用等の需給連携の高度な次世代電力システム（スマートグリッド）に変貌していくと考え
られる。
上記に加えAI技術普及に伴いデータセンター等の電力需要増加が見込まれており、電力需給が混雑する

系統への対応も急がれている。これらのことから系統用蓄電池（蓄電所）の導入が急務となっており、国で
も普及のための電力市場整備や補助事業等が開始されている。
中国・欧米では既に系統用蓄電池の導入が進んでいるが、リチウムイオン電池の火災事故も頻発している

実態にある。このような中で日本でも大規模蓄電設備の導入に多くの事業者が名乗りを挙げているが、リチウ
ムイオン電池のより安全な製造・設計技術と安全性評価技術の確保のみならず、NAS電池やレドックスフロー
電池等の大容量電池の導入や蓄電池以外の長時間エネルギー貯蔵技術（Long Duration Energy Storage, 
LDES）の開発・導入が注目されている。

表1　蓄電技術に求められる機能の変遷

•	各種電力貯蔵方式 2）

電力貯蔵のルーツは揚水発電である。国内での揚水発電のさらなる設置には限界があること、蓄電に求め
られる機能の多様化などから、様々な原理に基づく蓄電方式が開発されている。現在、商用として大規模に
利用されている蓄電方法には、揚水発電と二次電池がある。体積当たりや重量当たりのエネルギー貯蔵密度、
貯蔵効率、貯蔵容量、入出力の大きさ、負荷応答性、貯蔵時間、経済性、安全性、環境性など、数多くの
評価軸を考慮する必要がある。体積当たりのエネルギー密度は、炭化水素燃料であるガソリンで9,600 
kWh/m3、液体水素で2,760 kWh/m3、700気圧の圧縮水素で1,600 kWh/m3程度である。化学物質、特
に液体の化学物質はエネルギー密度が高い優位性がある。二次電池は高効率に充放電できるメリットがある
が、密度は20〜500 kWh/m3であり、密度の向上が常に開発の課題となっている。揚水発電は0.1 kWh/
m3程度である。
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図1　各種電力貯蔵方式の貯蔵規模と放電時間のスケール
（経済産業省資料等を基にCRDS作成）

•	揚水発電：充電時は電動ポンプで下池の水を上池に汲み上げて、水の位置エネルギーの形でエネルギー
を蓄える。放電時は上池の水を下池へ落下させて、水の運動エネルギーで水車を回して発電を行う。発
電用水車と揚水ポンプは同じ設備が兼用され、フランシス水車が利用される。揚水発電は土木工事で対
応できるため比較的大容量にできる。最高揚程はおよそ900 mで、単機出力30万kW程度のものが一
般的である。近年は、揚水ポンプ動作時に、同期電動機の界磁コイルに低周波交流電流を流すことで、
電源周波数は一定のままでポンプの可変速運転ができるものもある。自然の地理的条件を利用するため
立地場所は限定される。海水揚水、地下揚水なども検討されている。

•	重力蓄電：物質の位置エネルギーとしてエネルギー貯蔵する方法であり、揚水発電のような水ではなく、
コンクリートブロックやレンガブロックなどの重量物を電動クレーンでタワー状に積み上げたり積み下ろし
たりすることで充放電する。重力蓄電システムも国内外で実証に向けて開発が進められており、国内では
2027年度に商用化される予定である。

•	フライホイール（弾み車）：回転エネルギーとしてエネルギーを蓄えられる。単位体積当たりのエネルギー
貯蔵密度は、20〜80 kWh/m3程度とされ、二次電池程度に達する場合もある。単位重量当たりの蓄
積エネルギーは、材料密度に反比例するため、フライホイールの材料としては、特定方向の力に対する
許容応力が高く、しかも軽量なものを用いるのが良いとされる。長時間貯蔵には、風損や軸受けの摩擦
による損失を抑制する必要がある。そのため、フライホイールの本体を密閉された真空容器の中に設置
し、それを非接触の磁気軸受けで保持するなどの工夫が施されている。回転系の機器であるため慣性力
の維持に貢献できる。

•	圧縮空気エネルギー貯蔵（Compressed Air Energy Storage, CAES）：充電時は地下の空洞に12〜
80気圧の圧縮空気の形でエネルギーを蓄え、放電時は圧縮空気を運転中のガスタービンの燃焼室に供
給し、ガスタービンの空気圧縮機で消費される動力を節約する形でエネルギーを放出する。圧縮空気を
貯める空洞は土木工事を主体に建設でき、大型化も比較的容易であると考えられている。当初は内燃機
関であるガスタービンと組み合わせた運用が前提とされていたが、近年は10気圧程度の高圧タンクに貯
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めた圧縮空気で専用のタービンを回して発電する方式も研究されている。単位体積当たりのエネルギー
貯蔵密度は、揚水発電よりも高いが2〜6 kWh/m3程度である。

•	液化空気エネルギー貯蔵（Liquid Air Energy Storage, LAES）：余剰電力を用いて空気（大気）を圧
縮・冷却し、液化空気を作りタンクに貯蔵する。電力が必要な際には液化空気を加熱気化して膨張させ
ることでダービンを回して発電するシステムである。長時間の電力貯蔵、大規模エネルギー貯蔵に適して
いる。製品寿命も30年と長く、設置面積は比較的小さく抑えられ、慣性力供給や受給調整が可能であ
り送配電網の安定化に貢献しうる。国内では商用実証プラントが稼働を開始している。　

•	蓄電池：充放電を繰り返し行える電池であり、鉛蓄電池は古くから使われてきた。さらにリチウムイオン
電池（LIB）、レドックスフロー（RF）電池、ナトリウム硫黄（NAS）電池などがあり、これらの詳細
は後述する。蓄電池は一般に充放電のエネルギーのロスが小さいため貯蔵効率が良い。

•	超電導磁気エネルギー貯蔵（Super-conducting Magnetic Energy Storage, SMES）：導体に電流を
流すと磁界が形成される現象を利用して、電流の二乗に比例する磁気エネルギーを蓄える貯蔵方式であ
る。超電導体のコイルを用いると、抵抗損失がなく電源がなくても永続的な電流が流れ、磁気エネルギー
を長期間保持できる。ただし、超電導は一般に低温状態で発現する物理現象のため、導体を冷却し低温
状態を保持しなくてはならない。熱的擾乱などで超電導が常電導に戻るクエンチとよばれる現象が起きる
と、その箇所の電気抵抗による発熱で、導体の融解や冷媒の膨張による爆発などが起きる危険性がある。
また、コイルに働く電磁気的な応力は規模に応じて大きくなる。単位体積当たりのエネルギー貯蔵密度
は二次電池もよりも低く6 kWh/m3程度である。

•	電気二重層キャパシタ：活性炭をベースとした電極と電解質界面に形成される電気二重層を利用し、電
荷を蓄える蓄電デバイスである。キャパシタは短時間に大きな電力を必要とする際にメリットがある。貯
蔵容量は大きくないが、体積エネルギー密度は二次電池と同程度のオーダーが期待される。特に無停電
電源装置（UPS）において重要な技術である。

•	蓄熱：太陽熱などの熱、あるいは電力から電気抵抗器などを用いて変換した熱を蓄熱材に蓄える。蓄熱
材の種類としては、溶融塩や岩石の比熱を利用する顕熱蓄熱、材料の相変化を利用する潜熱蓄熱、化学
反応のエネルギー差を利用する化学蓄熱がある。蓄えた熱は、再び熱として利用できるほか、熱で蒸気
タービンを回転させれば電力に戻せる。一部の太陽熱発電プラントで、曇天日や夜間など日射の得られ
ない時間帯でも発電を可能にするために、蓄熱システムが導入されている。
電気→熱→電気のように電力を熱に変換し蓄熱を介して発電する方法は、Power-to-Heat-to-Power、

カルノーバッテリーとも呼ばれる。コンセプト自体は1922年と古いが近年の蓄熱技術の進歩により実装
化に向けた開発が進んでいる。最近ではドイツのシーメンスによる火山岩砕石に蓄熱するタイプの
「Electric Thermal Energy Storage（ETES）」技術のプロジェクトが挙げられる。熱を用いたエネル
ギー変換はカルノー効率が上限となり効率は劣るものの、設備費を低く抑えられるメリットがある。安価
な余剰電力の利用に際してコストで特長を出せる可能性がある。

•	水素貯蔵：余剰電力等を用いて、水分解により水素を製造する方法であり、長期のエネルギー貯蔵が行
える。電力に戻すには燃焼による発電や燃料電池を用いる。しかし、電気から水素、水素から電気への
往復の変換損失に加え、変動する電源の利用においては水分解装置の設備利用率が低くなるために経済
性が課題となる。水素は電力としての利用だけでなく、メタンや液体系合成燃料製造のエネルギー源とし
ての利用や、電力以外の熱需要や運輸分野への利用も検討されている。長期間のエネルギー貯蔵におい
ては、蓄電池と水素貯蔵システムを組み合わせることも有効と考えられている。

•	二次電池の個別詳細
■LIB
EV等の電動化車両用途が注目されているが、蓄電用途や産業用途等への適用も進んでいる。近年は国内
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および諸外国で系統用蓄電池として大規模蓄電設備に採用される事例が増大している。大電流放電性能が要
求される車両用途とは異なり、停電時や災害時等に電力を供給する蓄電用途では特に高容量が要求される。
電力ピークシフト等への用途では、充放電サイクル寿命が10年程度以上の長期間で、毎日の充放電サイクル
が可能であることが求められる。 LIBはエネルギー密度が高く、小型軽量、長寿命の特長があるが、各用途
の高機能化や高性能化に対応するために、種々の電池性能の飛躍的な向上が望まれている。LIBは正極活物
質にコバルトやマンガン等のリチウム含有遷移金属酸化物を、負極活物質に炭素などを、電解液には有機溶
媒にリチウム塩を溶解したものを使用する。放電電圧が高く、他の電池系と比較して単位体積当たりのエネル
ギー密度と単位質量当たりのエネルギー密度が高く、鉛電池の数倍程度、ニッケル水素電池の2倍以上の電
力を蓄えられる。充放電時の電流効率がほぼ100%とエネルギーロスが無く、大電流放電時の電圧低下も少
ないというメリットもある。
電解液が可燃性の有機溶媒であるため、誤使用時や事故発生時などの安全性確保について、セルや蓄電シ

ステムでの設計上の配慮と安全対策が行われているが、大規模な蓄電設備では消防法等の規制があり設置場
所に制約がある。そのため、可燃性溶媒を使わない全固体化の研究開発が進んでいる。安全性、充電の短
時間化を目的にEV用を中心に全固体電池の開発が行われている。
■RF電池 3）, 4）

イオンの酸化還元反応を溶液のポンプ循環によって進行させる電池であり、蓄電容量を溶液タンクの容積
で変えられる。このためシステムの出力と容量を独立に設計できる柔軟性を有し、大容量化にも適している。
1974年に米国航空宇宙局（NASA）のL. H. Thallerによって原理と基本システムが提唱され、国内では同
時期に産業技術総合研究所で研究が開始された。その後1985年頃にオーストラリアNew South Wales大
学で正負極共にバナジウムイオンを使うV系RF電池が発明され、2000年頃に住友電気工業株式会社が実用
化した。
現在までに試験設備も含めて国内外で40件を超えるシステムが商業化されており、例えば、北海道電力ネッ

トワーク株式会社の南早来変電所では、系統周波数の変化に追従して自律的に出力制御するガバナフリー相
当制御と、中央給電指令所からの自動周波数制御信号に従って充放電を行う重畳運転が実施されている5）。
今後更なる再生可能エネルギーの拡大が想定され、需給調整力や長時間容量が不可欠であり、その担い手と
してRF電池も期待されている。大量導入のためには経済性の観点からさらなる高性能化、低コスト化が求め
られる。
標準化に関しては、蓄電池を扱うTC21と燃料電池を扱うTC105と合同でJWG7として2015年から活動

を開始し、2020年2月にRF蓄電池に関する国際標準が策定されている。同国際規格を基に2021年2月に
日本産業規格（JIS）化され、フロー電池の性能、安全性に関する客観的評価が可能となっている。
基礎研究としては、バナジウムに変わる新規活物質を適用する研究が活発に行われている。 Fe/Cr系、金

属の溶解析出反応を伴うZn/Br系やFe/Fe系のようなハイブリッドフロー電池が検討されている。有機化合
物を使うフロー型の電池の研究開発も行われている6）。
■NAS電池
固体電解質を使用する高温作動型電池で、充放電過程ではナトリウムイオンが固体電解質を移動するのみ

で、不可逆な物質や反応を阻害するような物質は生成されない。充電率（SOC）100～0%までの充放電を
繰り返しても容量の減少が少ない特長を持つ。原理は1967年にアメリカのフォード·モータ社から発表され、
EV用として開発が進められたが、航続距離が短いことや充電インフラが整備されていなかったことなどから
開発は停止された。一方、電力貯蔵用としては、GE社やFIAMM社がNAS電池と同じ固体電解質（β”ア
ルミナ）を使用する溶融塩ナトリウム電池を開発した。GE社は2017年に電池製造を中国企業に移管し、溶
融塩ナトリウム電池に拘らず、LIBも含めた電力貯蔵システムの構築にシフトしている。
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国内では1984年に日本ガイシ株式会社 1 が東京電力株式会社（現東京電力ホールディングス株式会社）
と共同開発を始めた。開発当初の目的は、年々増加していたピーク電力に対処するための都市型電力貯蔵で
あったが、1990年代後半からピーク電力の鈍化が始まったため、ピークシフトによる電力契約料金の低減や
非常用電源/瞬低対策などの事業継続計画（BCP）用途が主となった。近年は風力や太陽光などの自然エネ
ルギーの普及が進み、その出力変動や発電設備の下げ代対策、需給調整用途での利用にシフトしている。
システムコストの低減策として、コンテナ型としモジュール電池を工場でコンテナ内に設置し配線を行う工

法が開発されている。2011年の火災事故を機に安全性向上のために従来の安全機構に加え、全ての単電池
ごとに区画化し、単電池が燃焼しても熱暴走に至らないように安全性を担保する大きな設計変更が行われて
いる。さらに単電池内の腐蝕の大幅な低減や冷却能力の強化による内部温度上昇の低減などの改良が行われ
ている。 

3.2	 トピックス
•	日本においても定置用蓄電池の導入量が増加している。牽引しているのは家庭用の蓄電池であるが、電
気事業法が2022年に改正され、10 MW以上のスタンドアローンの蓄電池が揚水発電と同様に発電事業
として認められるようになり、また需給調整市場等の各種電力市場が整備されたことにより、系統用の蓄
電所の参入が増えつつある。絵師蓄電所（岡山県笠岡市）は出力/容量：150 MW / 600 MWhで国内
最大級である。欧米に比べ蓄電池の導入量はまだ少なく、2023年時点では導入量(ストック)は、家庭
用7 GWh、再エネ併設・系統用は約2 GWhとなっている。

•	日本において2023年より長期脱炭素電源オークションが開始されている。落札すれば容量収入が原則
20年間得られる。2025年4月のオークションでは蓄電池は運転継続時間3時間以上6時間未満と6時
間以上の募集枠計14,000 MWがあり、競争率は約4倍と高く、関心の高さがうかがえた。なお脱炭素
電源の募集容量全体は50,000 MWであり、多くは原子力発電に割り当てられていた。

•	新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術
の国際実証事業/独国ニーダーザクセン州大規模ハイブリッド蓄電池システム実証事業（2017〜2019
年度）」において、4 MW/20 MWhのNAS電池および7.5 MW/2.5 MWhのLIBを組み合わせたハイ
ブリッド蓄電池システムを用い、2種類の需給調整運転（一次、二次調整力）、インバランス低減運転お
よび電圧抑制のための無効電力供給の4つのユースケースに対して、複数機能をマルチユースとして同時
に提供可能な制御技術が構築された7）。

•	住友電工はNEDOの実証事業の中で米国大手電力企業SDG&Eと共同で、RF電池を用いた実配電系統
での実証試験を行い、平常時は電力市場取引で収益をあげながら、災害や計画停電時の非常電源として
電力供給を行うマイクログリッド運用ができることを実証した8）。

•	住友重機械工業と広島ガスはLNG冷熱を利用したLAESの国内で初めての実証プラントを2025年に稼
働させる。英国ハイビュー社の技術で、5 MW、4時間貯蔵の容量を持ち、卸電力市場、需給調整市場、
容量市場での運用を目指している。また同技術を用いた商業規模のLAES（50 MW、6時間貯蔵）が
2026年英国での稼働を予定している9）。

•	リン酸鉄リチウム（LFP）を正極剤に用いるリチウムイオン電池が、中国市場を中心に自動車用、定置
用いずれにおいてもシェアを増やしている。リン酸鉄型はCo、Niを用いず安価であり、より高い安全性
を有するとされている。ただしエネルギー密度が低くなるデメリットがある。また、中国のメーカーを中

1	 2025年10月31日付で新規の製造及び販売活動を終了すると発表。すでに販売·納品済み及びこれから納入する製品に対する
アフターサービスは責任を持って継続する。

	 日本ガイシ株式会社　「ＮＡＳ電池の製造及び販売活動終了に関するお知らせ」
	 https://ssl4.eir-parts.net/doc/5333/tdnet/2705281/00.pdf （2025年11月4日アクセス）. 
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心にナトリウムイオン電池の開発が進められており、エネルギー密度は低くなり、新たに負極材の開発が
必要となるが、リチウムを用いず資源制約が少なく安全性もより高いとされる。定置用蓄電池では自動
車用と比べ重量の制約が少ないため、今後の定置用蓄電池技術の動向が注目される。

•	京セラは米国ベンチャーの24M社の基本技術をもとにクレイ型リチウムイオン蓄電池を開発し、2020年
より住宅用として生産を開始している。正極剤のリン酸鉄リチウムと独自電解液を混練したスラリーを成
形して正極を作製し、製造工程が少ない特徴を持っている10）。

•	蓄電所が立ち上がりつつあるが足下で需給調整を担っているのは揚水発電であり、一部で休廃止の動き
があったが、再び注目が集まっており、改修や新設が検討されている。

3.3	 課題
•	系統用蓄電池については、系統連系申込の急増等により運転開始までのリードタイムが長くなっている。
送電線の空き容量が少ないことも影響している。一方で需給調整市場などの制度整備が途上であり、系
統用蓄電池の収益モデルが不透明で、市場予見性、導入費用の見通しが立てにくく導入が進まないリス
クがある。業務・産業用蓄電池についても、ユースケ―ス、導入メリットの評価が課題と考えられる。

•	過度な価格競争により、安全性や持続可能性が損なわれる懸念がある。液系LIBは発火のリスクがあり、
事故例も報告されている。またサイバーセキュリティのリスクにも対応が必要である。

•	LIBの原材料の安定確保：リチウム、ニッケル、コバルトの資源、製錬が偏在しており、安定入手やま
たその価格の変動がこれまでも問題になっている。使用済みLIBのリユース・リサイクルの体制の整備、
さらにはこれら希少資源に依存しない技術開発が求められる。 EUバッテリー規制により、EU圏内で販
売される製品に搭載される電池に対しては、リサイクル材の使用やバッテリーに関する情報の管理が義務
づけられる。使用後の車載用蓄電池を定置用にカスケード利用することも一つの方法と考えられるが、
用途間で安全性の要求が異なるため最初の製造時から転用先の安全性を考慮した製品設計が必要であ
る。サイクル寿命性は定置用の方が長寿命を求められるケースが多く、車載用と定置用（大型発電所・
変電所用含む）は異なる仕様となっているのが現状である。

•	今後変動性の再エネ電源のさらなる増加に対応して、LDESの重要性が増すと考えられる。 LDESは規
模が大きくなればスケールメリットで長時間kWhあたりの単価は下がるが、概して充放電効率は蓄電池
よりも低く、長い時間軸での需給の予測の難しさや不確実性を伴う。初期投資額も大きい。コストダウ
ンやマルチユースによる付加価値を検討すると共に、国の支援やLDESの価値を評価する市場の整備が
必要になってくると考えられる。

•	我が国の蓄電池は民生用、車載用を中心に開発が進められてきたが、系統用などの定置型の研究開発は
国内においては研究者も少なく産業界の参入も少ないのが実情である。国内の学会活動としては電気化
学会傘下の電力貯蔵技術研究会などに限られている。なお、現在の研究開発の主流は海外であり、特に
米国ではEarthshotプログラムの中で長期貯蔵システムが取り上げられ、強力な産学連携体制で研究が
進められている。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

•	二次電池に関し、基礎技術から応用まで高い技術力を有する。ただし近年EV用、大規模蓄電用共に製
品のシェアを落としている。

•	EV用の蓄電池開発は盛んだが、定置用蓄電に特化した研究開発は限定的。
•	岩石蓄熱による蓄熱発電の技術実証を推進中（東芝エネルギーシステム、中部電力ら）11）

•	三菱重工業は高砂水素パークにおいてPtGtP（水電解水素とガスタービン水素燃焼）の実証試験中
•	NEDO（グリーンイノベーション（GI）基金）「次世代蓄電池・次世代モーターの開発」（2022〜2030
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年度、予算1,510億円）
•	革新的GX技術創出事業（GteX）蓄電池領域（2023年度〜）
•	先端的カーボンニュートラル技術開発（ALCA-Next）蓄エネルギー領域（2023年度〜）

［評価*　基礎研究：現状〇/トレンド→、応用研究・開発：現状〇/トレンド→］

【米国】
•	研究開発、実証支援、税額控除等、社会実装に向けた支援プログラムが充実している。
•	2030年商用化を目指す10時間以上の貯蔵技術のエネルギー省（DOE）実証支援エネルギー高等研究
計画局（ARPA-E）「DAYS｣ (2018年〜、11のプログラムに最大3000万ドル) 
Long Duration Storage Shot12）（2021年7月〜、総額11.6億ドル）

•	カリフォルニア州エネルギー委員会(CEC)は8時間以上の長期エネルギー貯蔵技術へ資金提供
•	バイデン政権下で、インフレ抑制法(IRA)により蓄電池を含む再生可能エネルギー分野への投資が拡大。
ただし政権交代によりIRAを前倒しで終了する動きが見られており、今後の動向を注視する必要がある。

•	米国における蓄電池の導入量は、中国に次いで世界2位である。政策により国内での蓄電池生産が増加
している。

•	Tesla社はEV用に加え、家庭用定置型のPowerwall、大規模用のMegapack蓄電システムを販売。
［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド→、応用研究・開発：現状◎/トレンド↗］

【欧州】
•	Horizon Europe BATT4EU：官民連携型のバッテリーパートナーシップ。89のプロジェクトが走って
おり、そのうち7つはフローバッテリーに関する。

•	ドイツは太陽光発電の導入量が大きく、再エネ設備併設用のバッテリーエネルギー貯蔵システム（BESS）
が進んでいる。風力において「暗い凪」と呼ばれる風の吹かない期間があり長期エネルギー貯蔵に向け
た検討がなされている。

•	英国は風力発電の導入量が大きく、蓄電池の導入が進んでいる。2025年よりLDESへの投資に対し
キャップ&フロア方式(最低価格保障)による支援を予定。

•	ドイツは電力を水素やメタンに変換するPtXの技術開発で世界をリードしてきた。
•	電力を熱として蓄え発電するPtHtP技術の開発がドイツで行われ、2019年に商用運転が行われ注目を
集めた。

•	イタリアのEnergy Dome社は2022年にCO2バッテリー（CO2の圧縮液化）13）の設備を建設
［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド→、応用研究・開発：現状〇/トレンド↗］

【中国】
•	第14次5ケ年計画で国家主導のエネルギー貯蔵の目標が示されている。
•	中国は再エネ導入量が世界1位であり、蓄電池の市場規模も世界1位となっている。
•	CATLやBYD等世界有数の企業が存在し、応用・開発が進展している。
•	RF電池においては、Rongke Power社が世界シェア1位、世界累計導入量2GWhを突破している。
•	重力蓄電の実証試験により系統接続を確認（スイスEnergy Vault、中国CNTY社、他）

［評価*　基礎研究：現状〇/トレンド↗、応用研究・開発：現状◎/トレンド↗］

【韓国】
•	LGエナジー、Samsung SDIなどの大手企業を擁する。
•	K-バッテリー発展戦略（2030二次電池産業発展戦略）（2021年7月）
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•	再生可能エネルギー発電促進策により、2022年時点で蓄電池の累積導入量4.1 GW (10.1 GWh)に達
しており、日本(2.7 GW (6.4 GWh))を上回る。蓄電システムでの火災が多数発生しており、対策が重
要視されている。

［評価*　基礎研究：現状〇/トレンド→、応用研究・開発：現状◎/トレンド→］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向

関連領域
類似のテーマを異なる分野の視点から相互に記載している領域は以下の通り。

分野名 領域番号 領域名 公開年月

ナノテクノロジー・材料分野 N1.02 蓄電池 2025年12月

環境・エネルギー分野内の関連領域は以下の通り。

領域番号 領域名 公開年月

E2.02 水素・アンモニア技術 2025年12月

E5.01 エネルギーマネージメントシステム 2025年12月
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